
97
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一　問題の提起

　高齢化問題は、従来から世界的に注目を集めている重要なテーマである。
国際連合の定義によれば、高齢化率（65歳以上の人口が総人口に占める割合）
が 7 ％を超えた社会を「高齢化社会」、14％を超えた社会を「高齢社会」
と呼ぶ （United Nations 1956）。高齢化は、まず先進国であるヨーロッパ諸
国において顕著となり、欧米諸国では高齢社会に関する研究が極めて豊富
に蓄積されてきた（Dannefer and Phillipson eds. 2010）。しかしながら、近年
では一部の発展途上国も次第に高齢化の段階に入りつつあり、特に中国や
インドといった人口規模の大きな国々における急速な高齢化は、世界全体
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の高齢者人口の増加を著しく加速させている。例えば、中国では、2000
年に高齢化率が 7 ％を超え、「高齢化社会」に突入した後、わずか21年後
の2021年には高齢化率が14％を超え、「高齢社会」に到達した。予測に
よれば、中国における60歳以上の高齢者は、2020年から2030年までの間
に、約1.2億人増加し、その総数は 4 億人に達するとされている（杜 

2023）。高齢者人口の継続的な増加に伴い、高齢者集団内部の異質性は顕
著に高まっている。高齢者の福祉を向上させるためにも、また社会的ガバ
ナンスを最適化するためにも、人口高齢化のプロセスを深く理解するとと
もに、異なるライフコースや社会的背景のもとで高齢者集団が示す多様性
に注目することが重要である。
　高齢者集団あるいは高齢化というプロセスは、社会学（有田ほか編 

2021；平岡編 2001；田渕 2012；Shirahase 2015；Lin and Kelley-Moore 2017; Furuya 

and Wang 2023; Crystal and Shea 1990；Crystal et al. 2017；石田 2020）および政治
学（小島 2023；万・小島 2023；黄 2023）の諸分野において広く研究対象と
されてきた。こうした研究は、高齢者の経済状況・健康・世代間関係に関
する多様性や、資源の分配を理解するための基盤を提供してきた。一方で、
社会学は個人のライフコースや福祉需要に着目するミクロな分析が中心で
あり、政治学は制度や政策に焦点を当てたマクロ的な視点が主流であるた
め、両者の間には理論的・方法論的な断絶が存在し、高齢化という複合的
な現象の全体像を把握する上で限界がある。こうした限界は、一国におけ
る高齢期資源配分の理解を制約するのみならず、とりわけ社会保障制度が
改革途上にある発展途上国において顕著に現れる。同時に、国際比較研究
に対しても深刻な制約をもたらす。制度・経済・文化の発展段階が相対的
に近い東アジア諸国間、あるいは制度的・文化的背景に大きな相違を有す
る東アジア諸国と欧米諸国との比較においても、同様の問題が認められる。
　本研究は、先行研究に見られるミクロ・メゾ・マクロの分析視角の分断
を批判的に捉え、個人のライフコースや福祉ニーズ（ミクロ）、社会保障
制度・政策（メゾ）、福祉国家の類型（マクロ）を統合的に捉える理論枠組
みを構築することによって、高齢期における資源配分の構造とダイナミズ
ムを明らかにすることを目的とする。これにより、社会構造の変容や制度
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の再編が個人の生活に及ぼす影響を、実証的に分析することが可能となる。
また、近年では、国際的なパネルデータの整備や、縦断的分析手法の成
熟・普及が進んでおり、福祉類型や制度・政策の違いを考慮した高齢化お
よび高齢者の多様性に関する多国比較においても、このような複合的な理
論枠組みは有用であると考えられる。
　具体的には、本研究の理論枠組みは、ミクロ（生活資源）・メゾ（社会保

障制度・政策）・マクロ（福祉国家）の三層に基づいて展開する。まず、ラ
イフコース論の視点からは、中高年期におけるさまざまな社会的資源が動
態的な分配過程を捉えることが可能である。James J. Dowd（1975: 590）は、
年齢と権力資源（power resources）1）の保有との関係が曲線的であると指摘
しており、若年期には資源保有が限定されている一方で、中年期にかけて
増加し、高齢期には急激に減少する傾向があると述べている。ライフコー
ス論の分析枠組みを用いることで、このような資源配分の年齢変化を理論
的に把握することが可能となる。ただし、従来のライフコース論に基づく
実証研究は、主として個人レベルの要因に焦点を当てており、制度や政策
といった構造的要因への配慮が相対的に弱いという限界が指摘されている
（Dannefer 2020）。
　こうした構造的要因の重要性を補完する観点として、高齢期における資
源配分に対する社会保障制度の影響に注目することが有効である。高齢期
には、ライフチャンスが縮小する一方で、健康維持や介護支援などのニー
ズが増大する傾向がある。先行研究では、年金・医療・介護保険といった
社会保障制度は、経済状況や健康、世代間関係に多面的な影響を及ぼすこ
とが指摘されている（Brown and Prus 2004; Kail and Taylor 2014; Mudrazija 

2016）。にもかかわらず、それらの制度が高齢化というプロセスにおいて

1）　Dowd（1975: 590）は、社会心理学における交換理論（exchange theory）に
基づき、資源を「交換関係における他者に対して影響力を行使するための報酬
的性質を持つもの」と定義し、具体例として金銭、知識、説得力、社会的地位
などを挙げている。本稿では、交換理論という枠組みから一旦離れ、資源の交
換属性に着目せず、資源そのものに焦点を当てる。この区別を明確にするため、
本稿ではこれらの資源を「生活資源」と呼ぶこととする。



100

法学政治学論究　第147号（2025.12）

どのように機能するのかという点については、なお十分ではない。本研究
では、これらの制度的要因を、ライフコースにおける資源配分の変容を捉
えるための背景条件として位置づけ、その理論的含意を検討する。
　最後に本稿では、個人のライフコースにおける累積的な変化と、それに
対する制度的介入という二つの視点を統合的に捉える理論枠組みを提唱す
る。その際、福祉国家論の視点も補完的に導入する。福祉国家論（Esping-

Andersen 1990; Buhr and Stoy 2015）の視点から、高齢者の多様なニーズや、
高齢期における資源配分の結果は、国家・市場・家族という三つのファク
ターの相互作用によって形成されると考えられる。そのような過程におい
ては、福祉国家の類型が、制度や政策といったメゾレベルの枠組みを規定
し、それを通じてミクロレベルの個人の生活に影響を及ぼす。
　以上を踏まえ、本稿は以下の構成をとる。第一に、近年の高齢期におけ
る資源配分に関する研究動向と課題設定を整理し、あわせてライフコース
論の視点から資源配分の変化を動態的に捉えようとする先行研究について
論じる。第二に、社会保障制度に目を転じ、それと高齢期の資源配分のあ
り方について検討する。第三に、福祉国家論と接続し、両視点を統合した
理論枠組みを提示し、それに基づく研究課題について考察する。
　本稿は、ライフコース効果と制度の介入効果を福祉国家論と接続するこ
とでそれらを統合的に活用し、従来の高齢者研究を、中国のように高齢人
口の規模が大きく、かつ高齢者集団内の多様性が顕著な発展途上国にも応
用可能な理論枠組みへと発展させることを目的とする。同時に、福祉国家
論の視点を導入することで、発展段階の異なる東アジア諸国を含む高齢化
および高齢者研究の国際比較に対して、理論的示唆を提供することを目指
す。

二　高齢期における資源配分の変容

　高齢期の資源配分は、各側面から論じられており、関連する諸領域にお
ける理論も着実に蓄積されている（平岡編 2001）。社会階層論の視点から
見ると、不平等の本質は、社会的機会や資源の分配のあり方、あるいはそ
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れらの相互作用による結果として捉えられる（竹ノ下 2013）。この視点に
立つと、高齢期の資源配分は、人生を通じて蓄積された分配プロセスの結
果であると理解できる。この点から、高齢期の資源配分はライフコース論
と密接に関連している。本章では、社会階層理論およびライフコース理論
の視点から、高齢期における資源配分の状況・変容あるいはメカニズムに
ついて考察する。また、高齢期の資源配分に関しては多様なテーマ2）が存
在するが、本稿では、制度・政策と関連した資源配分に注目するため、年
金制度と密接に関連する経済資源、医療保険制度に関わる健康資源、各種
の家族政策と関連する世代間関係といった具体的なテーマを中心に、高齢
期における資源配分に関する理論枠組みと研究動向を整理する。具体的な
研究範囲は図 1 に示している。

㈠　資源配分とライフコース論

　市場化された近代社会において、不均衡な資源配分の状況は多様な形で
現れている。例えば、竹ノ下弘久（2013）は、社会階層理論に基づき、個
人の社会生活に大きな影響を与える資源を八つの形態に整理している。そ
れらは、経済的資源、権力的資源、文化的資源、社会関係的資源、威信的

2）　平岡公一編（2001）は高齢期の社会的不平等の諸側面を分析する際には、「社
会参加・社会的ネットワークと情報アクセス」、「健康と心身機能」「収入状況と
就業行動・同居行動」「低所得と生活不安定」「住環境」「職業キャリアと高齢期
の社会階層」という生活領域を取り扱った。

経済資源

社会保障制度

健康状況 世代間関係

図１　社会保障制度と三つの生活資源
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資源、市民的資源、人的資源、そして肉体的資源3）である。また、伝統的
な階層研究における資源配分の捉え方は、労働市場における個々人の位置
が賃金や所得に大きく影響するという考えに基づいている。そのため、労
働市場での位置の獲得と密接に関連する青年期や壮年期における教育達成、
職業達成、家族形成を軸に、資源配分のメカニズムが研究されている。具
体的な理論枠組みとしては、個人が生まれ育った出身階層がその人の教育
達成を左右し、その後の労働市場での地位や職業の獲得に影響を与えると
いう地位達成モデル（Blau and Duncan 1967）が挙げられる。
　ただし、人々は高齢期へと移行する中で、労働市場から退出していく。
そのため、労働市場への参入を前提とした社会階層理論では、高齢期の資
源配分を十分に説明することが難しい。この限界を補完するために、アメ
リカにおける社会老年学では、ライフコース理論を背景に、累積的な有利
と不利（cumulative advantage and disadvantage）という理論枠組みが提唱さ
れた（Crystal et al. 2017; Dannefer 2020; O’Rand and Henretta 1999）。この理論
は、ライフコースにおける資源配分の変化を検討することで、若年期や壮
年期に適用される社会階層理論を高齢期にまで展開させようとするもので
ある。具体的には、累積的な有利・不利の概念は、人生の初期段階におけ
る差異が中年期および高齢期において多様な結果をもたらす可能性を示し
ている。例えば、教育達成、労働市場への参入、労働市場における各種機
会へのアクセス、家族形成および解体のパターン、年金や資産の蓄積、健
康の軌跡といった要因は、時間の経過とともに累積的かつ相互に関連し合
い、個人のライフチャンスに影響を与える。こうしたプロセスにより、中
年期および高齢期において不均衡な資源配分が生じ、様々な人生の選択肢

3）　竹ノ下（2013: 13-5）とDavid B. Grusky（2011: 6-8）によれば、経済的資源
は富、所得、所有を指し、権力的資源は政治権力や職場・家庭内での権威を指
す。文化的資源には知識、IT文化、よいマナーが含まれ、社会関係的資源とし
てはソーシャル・クラブ、職場の労働組合への参加、インフォーマルな関係が
挙げられる。威信的資源は職業的威信、宗教的威信、業績を基盤とした威信を
意味し、市民的資源には働く権利や参政権が含まれる。さらに、人的資源は職
務経験、普通教育、職業教育を指し、そして肉体的資源は長生き、病気、精神
的健康を含むとされている。
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と結果が形成されるのである（O’Rand and Henretta 1999: 6）。
　以下では、社会階層理論およびライフコース理論の視点から、高齢期に
おける資源配分の諸側面を検討する先行研究を整理し、それに関する既存
研究の知見と限界を明らかにする。

㈡　生活資源の三つの側面

　高齢期における資源配分は多様な側面から論じられているが、本研究で
は主にマクロな制度・政策と密接に関連した経済、健康、世代間関係と
いったテーマに焦点を当てる。　

1　経済資源
　高齢期における経済資源の配分に関する関心は、従来より広く共有され
てきた。これは、高齢期が貧困や低所得に陥るリスクが最も高く、また所
得や資産の不均衡な配分が最も顕著に現れるライフステージであるためで
ある。それに関する研究は、大きく二種類に分けられる。第一は、所得や
資産といった経済資源がライフコース上の変化といかに関連しているかを
明らかにするものである。すなわち、高齢期における経済資源の不均衡な
配分が、それ以前のライフステージと比較して拡大するのか、それとも縮
小するのかという趨勢を検討する研究である（Crystal and Shea 1990; Crystal 

et al. 2017）。このタイプの研究では通常、ジニ係数4）を用いて高齢者の所
得や資産の不均衡な配分状況を測定し、各年齢層のジニ係数を比較するこ
とにより、その趨勢を把握している（三田 2021）。
　第二は、経済資源の不均衡な配分を引き起こす原因に関する研究である。

4）　ジニ係数は、分布の不平等を測る指標である。これはイタリアの統計学者
コッラード・ジニによって開発され、1912年の論文「Variabilità e mutabilità
（変動性と可変性）」（Gini 1912）において「全観測量における平均差」と定義
された。ジニ係数の計測方法にはいくつかの変形があるが、中でも最も広く知
られているのはローレンツ曲線（lorenz curve）を用いた測定である。ジニ係数
は 0 から 1 の比率で表され、分布のローレンツ曲線と一様分布線との間の面
積を分子とし、一様分布線の下の面積を分母とすることで定義される（Ceriani 
and Paolo 2012）。
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高齢期に入ると、多くの世帯において、それより前のライフステージとは
所得の構成が異なり、そのことから、所得の不均衡な配分を引き起こす原
因も異なると考えられる。若年期や壮年期と違って、労働市場から退出す
る高齢者の多くは、補助金、年金、あるいはこれまでに蓄積してきた資産
を活用して生活を維持する。こうした収入源の変化がライフコースにおけ
る所得の不均衡な配分の一因となる。また、世帯構造も高齢期における所
得格差に影響を与える。この影響は、ア）世帯構造間の相対的所得格差、
イ）世帯構造内における所得格差、ウ）各世帯構造が保有する所得が総所
得に占める割合、エ）各世帯構造の人口分布、の四つの側面に整理できる
（Martin 2006; Treas and Walther 1978）。Sawako Shirahase （2015）は、日本の
国民生活基礎調査を用いて、1980年代半ばから2000年代半ばにかけて高
齢者を含む世帯における所得格差の変化とそのメカニズムを検証した。そ
の結果、高齢者を含む世帯における所得格差は主に高齢の親と同居する非
高齢者の所得によって左右され、また、三世代同居世帯の減少が高齢者を
含む世帯における所得格差の低下を抑制することが明らかになった。

2　健康資源
　高齢期における健康の分布に関する研究は、疾病、認知症、心身機能の
低下、予期寿命などの問題に焦点を当てている。また、高齢者の健康と
ウェルビーイングを向上させるためには、健康状況の差異を生み出すメカ
ニズムを深く理解することが求められる。この課題に対して、多くの研究
がライフコースの視点から健康状態の軌跡とその決定要因を探究してきた
（Ben-Shlomo and Kuh 2002; Halfon et al. eds. 2018）。こうした健康軌跡のメカ
ニズムを解釈するモデルとして、「重要時期（critical period）」モデルや「パ
スウェイ（pathway）」モデルが挙げられる（Graham 2002）。「重要時期」モ
デルは、特定の時期の曝露が個人に不可逆的な損傷や疾病を引き起こすこ
とを主張している。一方で、「パスウェイ」モデルは、個人がライフコー
スで経験する生物学的要因と社会的要因の相互関係を強調する。例えば、
幼少期の疾病罹患は教育達成を阻害し、成人後の社会地位の獲得に悪影響
を与え、最終的にはその後の健康にも悪影響をもたらすと考えられる
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（Ben-Shlomo and Kuh 2002）。
　また、ライフコースの過程が人生中期・後期における健康状態の軌跡と
どのように関係するかについても、これまで多くの研究が蓄積されてきた。
例えば、石田浩（2020）は、出身家庭の状況、教育・職業への移行、職業
キャリア、家族形成という四つのライフコースの流れに注目し、主観的健
康感の変化とその格差の生成過程について分析した。その結果、健康格差
は、出身家庭や本人の経済的資源、疾患・障害の経験、さらに悪質な職場
環境などによって生じる一方で、運動やバランスの取れた食生活といった
個人の努力によって、一定程度縮小し得ることが示された。この知見は、
基本的に「不利の連鎖・継続」という健康軌跡のパターンを支持するもの
である。さらに、主観的健康感のみならず、身体的機能や認知障害（Lin 

and Kelley-Moore 2017）、メンタルヘルス（Torres et al. 2018）、孤独感（Furuya 

and Wang 2023）などの健康指標、あるいはそれらを統合した包括的指標
（Stolz et al. 2017）についても、その軌跡と社会経済的指標との関連を明ら
かにする研究が着実に蓄積されつつある。

3　世代間関係
　世代間関係が高齢期の資源配分において重要な役割を果たす一因は、家
族が高齢者にとって重要なケアの提供源となっている点にある。この状況
は、特に男系型直系家族規範の伝統が根強いアジア社会において顕著であ
る。男系型直系家族規範の特徴として、子どもと親の同居や近居、または
成人した子ども、特に長男が親を介護しつつ家を継承することが挙げられ
る（瀬地山 1996; Yasuda et al. 2011）。さらに、アジア社会はヨーロッパと比
べて公的な福祉資源が乏しい傾向にあるため、高齢期にはケア資源を主に
家族に依存せざるをえない状況が生じしやすい（Lin and Yi 2013）。このよ
うな環境では、世代間関係や家族による支援のあり方が、高齢者のケア
ニーズを把握し、介護政策を発展させる上で重要な役割を果たしている。
　世代間関係は、多層的かつ複雑な概念である。Vern L. Bengtsonと 
Robert E. L. Roberts （1991）は、「世代間連帯（intergenerational solidarity）」
という概念を提起し、それにより世代間関係の諸側面を体系的に整理した。
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表 1 が示すように、世代間連帯は「結合的な連帯」、「愛情的な連帯」、「意
識的な連帯」、「機能的な連帯」「規範的な連帯」、「構造的な連帯」という
六つの要素から構成される。一方で、Teresa T. Swartz（2009）は、世代
間関係を、感情的な結びつきとともに、経済的支援や実践的支援といった
機能的側面も含む概念として捉えている。もちろん、比較的狭い視点から、
特に高齢の親と成人した子どもとの間の時間や金銭的移転といった機能的
な側面に注目した研究も少なくない（Albertini et al. 2007; Attias-Donfut et al. 

2005）。この傾向は、これらの側面が測定可能であり、かつ分析しやすい
ことに起因すると考えられる。
　また、論題に即して整理すれば、先行研究は主に世代間の居住関係およ
び支援関係という二つのテーマに焦点を当てて展開されてきた。田渕六郎
（2012）は、世代間の居住関係の形成について、家族戦略論と象徴的相互

表１　世代間連帯の六つの要素

構成要素 定義 例示

結合的
（Associational）

家族が関与するさまざま
な相互活動の頻度やパ
ターン

・対面、電話、郵便などの相互活動の頻度
・ 共に行われる日常活動（例：娯楽、特別な

行事など）

愛情的
（Affectual）

家族に対するポジティブ
な感情の種類と程度、お
よびこれらの感情の互恵
性の度合い

・ 家族への愛情、温かさ、親密さ、理解、信
頼、尊敬などの感情に対する評価
・ 家族から受け取った互恵性の持つポジティ

ブな感情に関する評価

意識的
（Consensual）

家族間に共有する価値観、
態度、信念に対する合意
度

・ 家族間で特定の価値観、態度、信念を共有
することに対する個人評価
・ 他の家族と類似した価値観、態度、信念を

持つことに対する個人評価

機能的
（Functional）

資源を助け合いや交換す
ることの度合い

・ 世代間における資源（例：金銭的、実践的、
感情的）交換の頻度
・ 世代間における資源交換が持つ互恵性に対

する評価

規範的
（Normative）

家族における役割と義務
（家族主義）の遂行への
コミットメントの強さ

・家族役割の重要性に対する評価
・ 親孝行の強さに関する評価

構造的
（Structural）

家族の規模、類型、地理
的距離に反映される世代
間関係の機会構造

・家族の居住関係における地理的近接性
・家族の規模
・家族の健康状態

注：表１は、Bengtsonと Roberts（1991）より作成。
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作用論の二つ視点から理解できると指摘している。家族戦略論の視点では、
居住形態の選択は、当事者による利益とコストの計算に基づく合理的判断
に依存している。例えば、同居は遺産相続やケア期待と関連する傾向があ
ることが示唆されている （Johar et al. 2015）。一方、象徴的相互作用論の視
点では、居住関係は、規範や感情、アイデンティティといった象徴的要因
からも影響を受けるとされる。同居は単なる合理的選択ではなく、親孝行
に対する価値観や、親の性格・態度に対する子の感情的反応といった要因
も関与している（Hillcoat-Nallétamby and Phillips 2011）。
　また、世代間支援関係に関する研究では、支援パターンが支援対象者や
支援の種類によってどのように異なるかも重要なテーマとされてきた。
Reiko Yamato （2021）は、日本における既婚子と親の関係の多様性に着目
し、支援の対象が夫方か妻方の親か、あるいは父親か母親かによって支援
の内容や程度に違いが生じることを明らかにしている。また、白波瀬
（2005）は、高齢層の支援ネットワークにおいて、既婚女性による実母へ
の経済的支援は同居や母親の生活状況に依存する一方、義母への支援は世
帯所得や夫が長男であるかどうかといった要因に左右される傾向があるこ
とを示している。
　さらに、支援の方向（親から子、子から親）と支援の種類（経済的、実践的、

情緒的）を組み合わせて、親子間の支援関係を類型化する試みもなされて
きた（保田 2003；楊 2022；Hogan et al. 1993）。例えば、保田時男（2003）は、
支援の相互性と居住形態に着目し、別居親子を「没交渉型」、「反交渉型」、
「依存型」、同居親子を「間借り型」、「共同型」、「情愛型」と分類している。
これにより、現代日本の中期親子関係には、均衡のとれた多形的な交換関
係に基づく相互援助パターンが存在することが示唆されている。このよう
に、世代間関係の研究は、合理的選択と象徴的要因の双方に注目しつつ、
支援の多様性とその社会経済的要因との関連性を明らかにする方向で発展
している。

4　小　括
　以上より、本章では高齢者における経済資源、健康、世代間関係に関す
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る先行研究を整理した。これらの研究は主に、各資源の分配状況およびそ
れらと社会経済的要因との関連に焦点を当ててきた。理論的枠組みとして
は、社会階層理論やライフコース論が多く援用されている。しかしながら、
これらの研究にはいくつかの課題が残されている。第一に、経済的・健康
資源の不均衡な配分がライフコース上でどのように変化するかについては
一定の知見の蓄積がある一方で、ライフコースを通じた世代間関係の変容
に関する実証的検討は依然として不十分である。第二に、多くの研究がミ
クロな個人レベルの分析にとどまっており、マクロな制度的要因、とりわ
け社会保障制度や国家政策との関連を視野に入れた検討は限られている。
社会保障制度は高齢者の生活全般に大きな影響を及ぼし、資源配分におけ
る不平等の生成・再生産に深く関与しているにもかかわらず、制度と資源
配分の結果との直接的な関連性や、そのメカニズムを検討した研究は乏し
いのが現状である。以上の検討を踏まえ、次章では、マクロな制度・政策
と高齢期における資源配分との潜在的関係について、より詳しく論じる。

三　社会保障制度と高齢期の資源配分
 
　社会保障制度は、個人の社会活動における多様なニーズに応じて設計さ
れたものである。ユニバーサル・ベーシックサービス（universal basic 

services）の理論枠組み（Gough 2019: 4-5）によれば、人間の基本的なニー
ズは栄養、居住、社会参加（教育、情報、コミュニケーション）、健康（予防・

治療・ケア）、身体的安全、所得保障の領域に分類される。このニーズに対
応する供給システムとしては、農業・食品加工・食品小売システム、住宅
（土地・建物・所有・賃貸）・公共サービス、教育・訓練システム・電気通
信・公共交通サービス、公衆衛生・医療保障・ケアサービス、救急サービ
ス、あるいは雇用システム・失業保険、金融システムが挙げられる。それ
らのニーズを充足する上で、国家がその設計に大きく関与した制度は、社
会保障制度である。また、広義の定義によれば、社会保障とは「病気、怪
我、障害、死亡、失業など、生活を脅かす困難（社会的リスク）に対して、
国の責任でもって生活の安定を回復・維持・増進する仕組みや制度」（伊
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奈川 2021: 2）を意味する。国ごとに制度の仕組みは異なるものの、年金、
医療保険、社会福祉、介護保険、生活保護、雇用保険、労災保険といった
領域を一般的に含む（伊奈川 2021；鄭 2005）。
　高齢期においては、人々のライフチャンスが縮小する一方、社会活動を
通じて生じるニーズはむしろ増大する傾向にある。このような変化のなか
で、高齢期における社会保障制度の役割は、これまでのライフステージに
比べて一層顕在化する。なかでも、年金保険、医療保険、家族政策といっ
た制度は、高齢者の健康・経済・世代間関係に深く関わる重要な制度的枠
組みである。にもかかわらず、これらの制度が具体的に高齢期の資源配分
といかなる関連を有するのかについては、なお十分な実証的な知見が蓄積
されているとは言いがたい。そこで本章では、年金保険、医療保険、家族
政策といった高齢者の生活全般に直接的な影響を及ぼす社会保障制度や政
策に着目し、それらが経済資源、健康資源、世代間関係といった高齢期に
おける資源配分の結果とどのように関連しているのかを検討する先行研究
を整理し、併せて今後の研究課題と展望について論じる。

㈠　年金制度と経済資源

　年金制度は、高齢期における経済資源の配分構造に大きな影響を及ぼす。
具体的には、年金は公的財の再分配メカニズムの一環として、高齢者の経
済行動を媒介しながら、個人間および世代間の資源配分に作用する。李華
と蔡倩（2021）によれば、個人の経済行動は、収入、消費、または財産の
観点から捉えられる。また、Richard A. MusgraveとPeggy B. Musgrave
（1989: 15-7）が提唱した資金循環システムによれば、個人は経済循環にお
いて主に四つのチャネルを通じて収入を得る。第一に、労働市場で労働力
を提供することにより、資金収入を得る。第二に、資本市場で資本や技術
などの生産要素を提供することにより、経営収入や財産収入を得る。第三
に、第三者を通じて無償の寄付を受ける。具体的には、社会公益部門から
の寄付や家庭内での財産移転が該当する。第四に、経済的に困難な家庭に
対して、政府が補助金や助成金を支給し、住民はこの政府の移転収入を受
け取る。このように得られた収入は、個人の全体収入を構成する要素とな
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る。高齢期に入ると、人々は一般に労働市場から徐々に離脱し、それに
伴って労働による収入は減少する傾向にある。その結果、年金保険からの
給付が主要な収入源の一つとなるケースが多く見られる（Li et al. 2020）。
こうした背景から、年金制度は、高齢期における経済資源の配分に一定の
影響を及ぼす制度的要因の一つとして位置づけられる。
　ただし、公的年金給付の質が高齢期における所得の違いに与える効果は、
必ずしも一貫しているとは限らない。先行研究によれば、公的年金給付の
質と高齢期における所得配分の不平等との間には逆相関が見られ、包括的
かつ普遍的で寛容的な制度を有する国ほど、高齢期における所得分配がよ
り均等である傾向が示されている（Brown and Prus 2004）。このような年金
制度の相違は、より理論的に整理すると以下のように位置づけられる。例
えば、David KnoxとRoslyn Cornish（1999）によれば、ある国における年
金制度の質は、四つの基準によって測定される。第一に、適切性
（adequacy）に関しては、すべての退職者に対して十分な最低所得が提供
されているかどうか。第二に、公平性（equity）に関しては、年金給付が
個人の拠出金に比例するかどうか。第三に、累進性（progressiveness）に関
しては、制度内での所得再分配が累進的な構造を有しているかどうか。第
四に、制度設計の一貫性（consistency）に関しては、同様な条件下にある
個人に対して一貫した給付が提供されているかどうかである。これら四つ
の基準に基づく、各国における高齢期の所得の分布様相には、公的年金給
付の適切性、および年金給付における公的資源と私的資源の構成や比率
（公平性と累進性）に起因する格差が認められる。
　社会学に基づく先行研究は、主に加齢に伴う収入源の構造変化が、世帯
における経済資源の分配にどのように寄与するかを検討してきた（Crystal 

and Shea 1990; Crystal et al. 2017; Shirahase 2015）。これらの研究では、公的
年金給付も収入源の一つとして分析されているが、その具体的なメカニズ
ム、特に異なる年金制度が経済資源配分に及ぼす影響に関する実証研究は
十分に行われていない。また、年金制度が個人の経済活動に与える影響は、
世帯構造による異質性を引き起こす可能性がある。一般に、年金制度は、
寿命の不確実性に伴う資産の使い残しのリスクを回避する効果を有してい
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る（麻生 2005）。この場合、年金制度の存在は、個人の資本蓄積水準を低
下させる効果を持つ。しかし、この仮定は単身高齢者を前提としている。
家族を持つ者、特に遺産の移転を意図する者にとっては、家族内での共同
消費（資産の共有）によって、資産の使い残しに対する不確実性は相対的
に緩和される（麻生 2005）。この観点から、少子高齢化の進行という背景
のもとで、年金制度と世帯構造（例えば、子どものいる世帯といない世帯）と
の交互作用が高齢期の経済資源分配にいかなる影響を及ぼすのかについて
は、なお議論する価値がある。

㈡　医療保険制度と健康資源

　医療保険制度は、個人の健康に対して重要な影響を及ぼす制度的要因の
一つである。これまでの先行研究では、横断的なデータに基づく分析を通
じて、医療保険への加入状況が健康状態に与える影響が検討されてきた。
例えば、医療保険に加入している人々は、自己評価による健康状態が良好
であり（Barker and Li 2020）、平均寿命が長く（Baek et al. 2021）、身体的機
能制限のリスクが低く（Lipton and Decker 2015）、総合的な健康指数も高い
（Dor et al. 2006）ことが報告されている。
　また、医療保険が健康に与える影響は、生涯にわたって累積的に現れる
可能性がある。この影響は、主に二つの経路、健康資源へのアクセス促進
（いわゆる「健康資源アクセス効果」）と消費の促進（いわゆる「消費促進効果」）
により説明される。第一に、医療保険への加入は、個人の健康管理サービ
スへのアクセス能力を高める。アメリカ医学研究所（institute of medicine）
（2002）の報告書によれば、医療サービスへの適切なアクセスとは、必要
なときに提供者に接触できること、継続的かつ一貫した医療提供者を持つ
こと、そして保険への継続的な加入が前提であるとされる。実際に、保険
加入によって一貫した医療提供者へのアクセスが可能になり、適切なケア
の受診につながる一方、保険の中断は予防医療への利用に悪影響を与える
ことが示されている（DeLaet et al. 2002; Gold et al. 2009）。第二に、医療保
険への加入は、被保険者の消費能力を高めることで、健康の改善をもたら
す可能性がある。予防的貯蓄理論（precautionary savings argument）（Hubbard 
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et al. 1995）によれば、人々は将来の収入減少や予期せぬ医療費に備えて貯
蓄を行うが、保険への加入によって将来の医療支出に対する不確実性が軽
減されると、貯蓄の必要性が低下し、その分、消費が促進される。これに
より、生活水準の向上や健康的な消費行動を通じて、健康状態の改善が期
待される。
　従来の研究には、二つの点において改善の余地がある。第一に、医療保
険の有無が個人の健康に与える影響については広く検討されてきたが、保
険の種類間における効果の差異については十分な検討がなされてこなかっ
た。医療保険の種類によって、保障内容や自己負担額が異なるため、同じ
く保険に加入している個人の間でも、健康状態に格差が生じる可能性があ
る。例えば、アメリカにおける人種別の身体機能低下に関する研究では、
雇用主提供型、配偶者提供型、市場提供型の医療保険を比較した結果、市
場提供型保険が他の二類型と比して、身体機能低下の抑制においてより重
要な役割を果たすことが示されている（Kail and Taylor 2014）。第二に、医
療保険が個人の健康軌跡に及ぼす影響、すなわち医療保険が健康に対して
累積的な効果を持つかどうか、またそのメカニズムについては、依然とし
て明らかにされていない。

㈢　家族政策と世代間関係

　家族政策は、家族機能の一部を代替または補完することにより、世代間
関係に影響を与える。福祉資本主義の三つの世界（the three worlds of 

welfare capitalism: TWWC）の枠組みにおいて、国家（公共）と市場（私的）
との関係は、分配システムを構築する上で不可欠な要素とされている
（Buhr and Stoy 2015; Esping-Andersen 1990）。なかでも、この国家・市場・家
族の三者関係は、家族政策において特に重要な意味を持つ。家族を国家お
よび市場との相互関係の中で捉えると、その主な経済的機能は所得再分配、
労働供給、消費などに関わり、社会的機能はケアの提供や世代間・ジェン
ダー関係の調整を通じて社会生活を構成する点にある（Daly 2010）。国家
および市場は、移転やサービスの提供を通じて家族機能を代替し、その結
果として、家族の役割やジェンダー規範に対する選好、さらに世代間関係
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の多様な側面に影響を及ぼす。
　国家は、各種の家族政策を通じて財の移転やサービスを提供している。
これらの政策を考察するにあたり、家族化（familialization）および脱家族
化（defamilialization）5）の概念が重要となる。これらの概念は、家族内にお
ける社会的・経済的独立性、性別役割分業、さらには世代間関係の相互作
用を捉える枠組みとして機能する（Zagel and Lohmann 2021）。先行研究で
は、財の移転という側面から世代間再分配を検討する際、社会的支出のう
ち失業手当などを除外し、世代間の資源再分配に直接関わる支出に着目し
ている（Mudrazija 2016）。また、各種の家族政策は、世代間関係における
社会的・経済的依存関係を緩和する潜在的な機能を有している。これらの
潜在的な関係は表 2 に示されている6）。例えば、公的年金制度や医療保険

5）　大木香菜江（2024）は「脱家族化」をめぐる定義とその展開について検討し
ている。彼女によれば、脱家族化論は、1990年代以降、家族における育児や介
護といったケア負担の軽減機能に着目して発展してきたものであり、その理論
の起点は、Esping-Andersen（1990）による福祉レジーム論と、それに対する
批判的視座から家族の視点を導入しようとするフェミニスト福祉国家論にある。
こうした背景から、脱家族化の概念は、大きく二つに区分される。すなわち、
福祉レジーム論に基づく狭義の脱家族化概念と、フェミニスト福祉国家論に基
づく広義の脱家族化概念である。前者は、女性が家族から経済的に自立するこ
とを前提とするのに対し、後者は、性別に限定されることなく、家族構成員そ
れぞれの経済的自立と、ケア関係からの自立という二つの視点を重視する点に
特徴がある。

6）　この表は社会によって異なる傾向を示す可能性があるものの、少なくとも各
種の政策措置の異質性を示している。

表２　世代間の社会的・経済的依存を緩和する政策

世代間関係
成人した子どもから高齢の親へ 高齢の親から成人した子どもへ

経済的な依存 ・年金制度
・医療保険制度

・教育奨学金制度
・住宅補助制度

社会的な依存 ・施設および在宅ケアサービス
・長期介護サービス

・保育サービス
・育児支援政策
・ 職場における家族支援政策

注：Zagel and Lohmann（2021）の表１を参考にして、筆者が作成した。
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制度は、高齢の親が成人した子どもに対して経済的に依存する度合いを軽
減する効果を持つ。また、長期介護サービスは、高齢者のケアに対する社
会的依存を低減させる。一方で、教育奨学金や住宅補助金制度は、成人し
た子どもが親に対して負う経済的依存を軽減し、保育サービスや育児支援
政策は、子育てにおける社会的依存を軽減する役割を果たしている。
　公的支援と世代間関係との関連については、これまで多くの研究で明ら
かにされてきた（Floridi 2020; Mason and Lee 2018; Mudrazija 2016）。例えば、
Ginevra Floridi（2020）の研究は、2012年から2013年にかけて、イタリア
および韓国における五十歳以上の親とその成人した子どもたちの間の支援
のやり取りと社会政策との相互作用を探究した。分析の結果、社会的移転
が高齢世代を優遇していたイタリアでは、親から子への支援が大きい一方、
高齢期の保護が限られている韓国では、親が子どもに経済的・介護的に依
存していることが分かった（Floridi 2020）。そのような関係は、アジアを
分析対象とした国際比較においても支持された（Park 2014; Tsai and Wang 

2019）。
　以上のように、先行研究は、家族政策が世代間における経済的・社会的
依存関係に与える影響を明らかにしてきたが、これらの知見は主として横
断的データに基づく国際比較研究に依拠しており、政策効果を個人のライ
フコースに沿って捉える視点は十分とは言えない。今後の研究は、次の二
つの課題に焦点を当てるべきである。第一に、異なる家族政策が世代間関
係に与える影響をより細分化して分析すること。第二に、追跡調査データ
を活用し、家族政策が同じ個人のライフコースにおける世代間関係の変容
にどのように影響するのかを解明することである。これにより、異なる政
策枠組みにおける高齢者のニーズおよびその変化のパターンを、より包括
的かつ動態的に把握することが可能となる。

四　理論統合と研究課題

　第二章では、ライフコース論および社会階層理論の視点から、高齢期に
おける生活資源の変容を検討した。具体的には、経済資源、健康資源、世
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代間関係という三つの主要な生活資源に焦点を当て、各領域における主要
な先行研究および理論枠組みを整理した。既存研究は、資源配分の結果が
個人のライフコースにおいて累積的に形成されるプロセスであることを指
摘している（Dannefer and Phillipson eds. 2010）が、その多くは個人レベル
の分析にとどまり、社会保障制度など制度的要因に対する検討は依然とし
て限定的であると結論づけられる。
　第三章では、構造的な要因としての制度・政策に着目し、公的年金制度
と経済資源、医療保険制度と健康資源、家族政策と世代間関係という対応
関係に基づいて、各制度・政策がそれぞれの生活資源と強い関連性を有す
ることを、理論的および実証的な知見（Floridi 2020; Kail and Taylor 2014）
により明らかにした。先行研究の蓄積にもかかわらず、制度が個人に与え
る影響の異質性や、加齢に伴う制度効果の変容といった側面については、
依然として十分に検討されていないことが示された。
　第二章と第三章の検討を通じて、高齢期における資源配分を理解するに
は、個人のライフコース上の累積的な変化と、それに対する制度的介入と
いう二つの視点を統合的に捉える必要性が浮かび上がった。個人と制度は
独立に作用するのではなく、時間軸を通じて相互に影響を及ぼし合ってお
り、それぞれの視点のみでは、高齢における資源不平等の生成過程を十分
に説明しきれない。
　こうした限界を踏まえ、本章では、高齢期の資源配分を理解するうえで、
個人のライフコースにおける有利・不利の累積と、制度・政策との相互作
用を包括的に捉える理論的視座を提供する。具体的には、個人と制度の統
合を捉える枠組みとして、福祉国家論は有効な視点を提供することを論じ
る。

㈠　福祉国家論に基づく理論統合の試み

　福祉国家理論は、マクロな制度・政策と高齢期における資源配分との関
係を理解するための堅固な理論的基盤を提供している。G. Esping-
Andersen（1990）は、福祉国家を類型化する上での主要な基準として、社
会的権利の質、社会的階層化の程度、そして国家・市場・家族の三者の関
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係性を挙げている。福祉国家の類型間の差異は、各国における福祉サービ
スの提供方法や財の移転パターン、さらには資源提供における国家の関与
の度合いによって特徴づけられる。福祉国家理論の視座から高齢期の資源
配分を捉えると、そこには国家・市場・家族という三つのファクターの相
互作用が深く関与しており、高齢者の多様なニーズや資源配分の結果は、
それらの関係性によって規定されている。こうしたマクロな福祉国家類型
は、メゾレベルでの社会保障制度や各種政策を媒介して、最終的にはミク
ロな個人レベルでの資源配分の帰結に影響する。この統合的視点を図式化
したのが、図 2 に示す理論枠組みである。この図は、数理社会学者
James S. Coleman（1990）によって提示された「コールマンボート
（Coleman’s boat）」に着想を得ており、マクロ（福祉国家）・メゾ（制度・政

策）・ミクロ（個人・家族）の各レベルの相互作用を理論的に整理すること
を意図している。
　図 2 は、ライフコース上における資源配分のメカニズムを、福祉国家
論とライフコース論の統合的視点から示した理論枠組みである。本図にお
いては、まず水平的な関係構造として、マクロレベル（①）における福祉
国家の類型が、各国における資源配分のパターンに影響を及ぼすことが想
定されている。すなわち、福祉国家の類型は、制度の介入水準や再分配の

福祉国家 資源配分

社会保障制度

社会保障制度
への加入状況

ライフコース③

④ ⑥

⑤

②

①

⑦

年齢・コーホート・期間

経済・健康・世代間関係

図２　ライフコースにおける福祉国家と資源配分

注：図中の実線は要素間の関連方向を示し、破線は時間軸として実線と区別する。
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方針を通じて、社会全体における生活資源の分配構造に影響を及ぼすと考
えられる。この点は、Esping-Andersen（1990）が提唱した福祉国家レジー
ム論における階層化という指標によっても理解可能である。これに対応し
て、ミクロレベル（②）では、個々人の社会保障制度への加入状況が、そ
の人の経済状況、健康状態、世代間関係といった具体的な生活資源の蓄積
に影響を及ぼすと仮定している。例えば、医療保険に加入している人々は、
健康状態が全般的に良好であることが示されている（Barker and Li 2020; 

Dor et al. 2006; Lipton and Decker 2015）。
　次に、垂直的な構造に注目すると、これはマクロとミクロをつなぐメゾ
レベルの制度を媒介としながら、両者の関係を橋渡しする役割を果たして
いる。具体的には、マクロな制度環境としての福祉国家が出発点となり、
制度設計（③）を通じて、社会保障制度へのアクセスや加入状況（④）を
規定し、それが最終的に個人の生活資源構造に直接的な影響を与えるとい
う因果連鎖を仮定している。特に、福祉国家の類型は、メゾレベルに位置
づけられる社会保障制度の対象範囲や給付水準を規定するため、それぞれ
の制度枠組みに応じて、制度加入の可否や加入形態に国や集団間で差異が
生じることを理論的に想定している7）。さらに、ミクロレベルにおいて構
成される経済状況・健康状態・世代間関係といった諸要素は、結果的にそ
の人の利用できる生活資源を規定し（⑤）、日常生活の安定性やライフチャ
ンスに直接影響を与えることとなる。
　一方で、ライフコース論の視点からは、制度・政策と資源配分の関係
（マクロ）、および制度への加入と個人の生活資源の獲得・蓄積の関係（ミ

クロ）が、年齢（age）、出生コーホート（birth cohort）、社会的出来事の影
響・期間（time period）といった時間軸に沿って変容すること、すなわち
時間的異質性を伴うことに着目する必要がある。図の中央に位置する「ラ

7）　もちろん、制度の影響は常に一方向ではなく、社会における個人行動や価値
観の変化が、制度の見直しや福祉国家の再編に影響を及ぼす可能性も示唆され
る（Greve 2024）。本稿における理論枠組みおよび実証分析への提案は、主に制
度から個人への影響に焦点を当てて構築されており、制度と個人の間における
相互作用のメカニズムの解明については、今後の課題として位置づけられる。
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イフコース」は、マクロな制度的背景（⑥）とミクロな個人の軌跡（⑦）
の双方に同時に関与し、それぞれに影響を及ぼす枠組みとして位置づけら
れる。特に、年齢やコーホートによる異質性は、制度の影響の大きさや方
向を変化させる要因となる。さらに、経済・健康・世代間関係といった具
体的な生活資源は、ライフコースの中で動態的に形成され、それらの分布
（資源配分）は社会保障制度の影響のみならず、個人の属性や時間的要因
を通じて変容する。このように、本図は、制度設計と個人のライフコース
との相互作用、ならびにそれらが高齢期の資源配分に与える影響を統合的
に可視化した理論枠組みであり、福祉国家理論をライフコース上に位置づ
けることで、国際比較にも理論的可能性を持たせることができる。

㈡　研究課題の提案

　前節で提示した理論モデルに基づけば、高齢期における生活資源の配分
およびその動態的変容を実証的に分析するためには、福祉国家論とライフ
コース論という二つの理論的視座を統合的に活用する必要があることが示
唆される。このような統合的枠組みに立脚することで、以下の二つの研究
課題が導き出される。第一に、生活資源は個人のライフコースの中でいか
にして累積されるのか。特に高齢期における資源分布およびその累積は、
他のライフステージと比較していかなる特徴を持ち、そうした違いはどの
ような要因によって生じるのかという点である。第二に、制度および政策
は個人の生活資源の獲得にどのような影響を及ぼすのか。同一の制度がラ
イフコース上の異なる段階（例えば、年齢）の個人に対して同じ効果を持
つのか（すなわち、年齢と制度の交互作用）。さらに、同一の年齢段階におい
ても、異なる制度的背景にある個人は異なる資源累積の軌跡をたどるのか
（すなわち、制度間効果）という点である。この問いは、国内における制度
間の比較や、国際的な制度効果の比較へと発展させることができる。
　これらの課題は、理論モデルの各構成要素と以下のように対応している。
すなわち、ライフコース（特に年齢）と資源の累積との関連は⑥の部分に、
制度が資源の獲得・累積に及ぼす影響は②の部分に、同一社会環境下にお
ける制度設計による効果の違いは④の部分に対応する。さらに、国際比較
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の枠組みにおいては、異なる社会環境における制度設計の異質性（③の部

分）が重要な分析視点となる。必要に応じて、これらの構成要素を組み合
わせることで、理論モデルを踏まえた問題意識を構築し、多角的な分析を
行うことも可能である。本節では、年金制度と経済資源の蓄積、医療保険
制度と健康軌跡、家族政策と世代間関係という三つの関係に着目し、発展
途上国である中国における実態や、東アジア諸国との国際比較を視野に入
れた具体的な分析課題の検討を行う。

1　年金制度と経済資源
　第一の分析対象は、年金制度が高齢期の経済格差に与える影響である。
近年、中国において高齢期における所得格差の拡大が懸念されている。高
齢者の主たる収入源が年金である（Li et al. 2020）という現状を踏まえると、
中国の年金制度に内在する階層構造が、現役期からの格差を再生産・拡大
している可能性がある（Shen et al. 2018; Yang 2021）。また、少子化政策（特

に一人っ子政策）の影響や、国内における大規模な人口移動に伴い、伝統
的な家族構造が変容しつつあり、従来の世代間扶養機能が弱まっていると
いう指摘もある（Lei et al. 2015）。こうした社会経済的背景のもと、高齢期
における所得格差の変容とその規定要因を明らかにするためには、制度的
要因（年金制度）と家族的な要因（家族構造の変化）という二つの側面を横
断的に捉える視座が求められる。特に累積的有利・不利という理論枠組み
を導入することで、高齢期に至るまでの資源の蓄積過程を時間軸上で捉え、
制度や家族環境の差異がその蓄積に与える影響を分析する視角が得られる。
　具体的な分析としては、例えば、全国代表調査である中国家庭追跡調査
（China Family Panel Studies: CFPS）の個表データを用いて、年齢階層別のジ
ニ係数を算出し、ジニ係数の分解方法（Hwang 2016; Lerman and Yitzhaki 

1985; Mookherjee and Shorrocks 1982）を通じて年金所得および家族構造の寄
与度を評価することが考えられる。これにより、制度設計と家族機能の変
容が、高齢期の経済的不平等にどのように関与しているかを検討するため
の実証的な足がかりを提供しうる。このような分析視角の提示は、移行期
にある高齢化社会における制度・政策設計への示唆を与えることが期待さ
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れる。

2　医療保険制度と健康資源
　高齢者における健康保険制度の加入状況およびその給付水準が、健康状
態に与える影響についての関心が高まりつつある。高齢期における身体機
能の低下は、加齢に伴う自然なプロセスであるものの、その衰退スピード
やパターンには個人差が存在する。このような健康軌跡の異質性に対し、
健康保険制度がどのように関与しているのかを検討することは、高齢期の
健康格差の理解に資する重要な課題である。これまでの先行研究では、健
康保険への加入そのものが健康アウトカムと関連することが指摘されてい
る（Barker and Li 2020; Dor et al. 2006; Lipton and Decker 2015）が、加入の有
無に加えて給付の内容・水準の違いが健康軌跡に及ぼす影響については、
十分に明らかにされていない。特に、中国のように複数の健康保険制度が
併存し（Ye et al. 2019）、加入資格や給付内容が制度ごとに異なる国におい
ては、制度間の差異が長期的な健康の衰退過程に与える影響を検討する意
義が大きい。
　このような問題意識に基づき、中国健康と退職追跡調査（China Health 

and Retirement Longitudinal Study: CHARLS）などの縦断データを用いること
で、健康軌跡を成長曲線モデル（growth curve model）（McNeish and Matta 

2018）により推定し、健康保険の加入状況および給付水準が健康軌跡に与
える影響を分析することが考えられる。このような分析視角は、健康保険
制度が加齢に伴う健康軌跡の変化にどのように作用しうるのかという点に
対して、実証的かつ理論的な示唆を与えるものであり、高齢期の健康不平
等や社会保障制度の設計に関する議論に資すると考えられる。

3　家族政策と世代間関係
　家族政策が、加齢に伴う世代間関係、特に親子間の経済的・社会的依存
関係に影響を与える（Zagel and Lohmann 2021）。東アジアにおける世代間
関係、とりわけ時間的・金銭的支援がライフコースにおける変化に注目す
る視点が求められている。近年、高齢化の進行と公的扶助の不十分さを背
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景として、世代間支援の役割が再評価される一方で、その提供・受給のパ
ターンが年齢や生活状況によってどのように異なるのかは、国や制度背景
によって大きな差異があると考えられる。とりわけ中国、日本、韓国と
いった東アジアの国々では、伝統的な家族主義の規範が一定の影響力を持
つ一方で、公的支援制度の整備状況や労働市場の構造には相違が見られる
（Yasuda et al. 2011）。そのため、年齢と健康状態、経済的困窮、失業といっ
た個人のライフコース上における重要なイベントが、どのように世代間の
支援（提供・受給）形態に影響を及ぼすのかを国際比較の枠組みで捉える
ことが重要である。
　このような問題関心に基づき、例えば、東アジア社会調査（East Asian 

Social Survey: EASS）などの国際比較可能なデータを活用し、各国における
時間的・金銭的支援が年齢による変化や、特定の社会的脆弱性（例えば、

失業、経済困窮、健康悪化）との関連を分析することが有効だと考えられる。
分析の視角としては、公的支援の水準が異なる制度環境（表 2 が示す制度・

政策）が、世代間支援の方向や頻度にどのような影響を及ぼすのかに着目
することが重要である。このような視点は、東アジアにおける世代間関係
の変容を理解する上で理論的・実証的意義を持ち、高齢期における経済的
脆弱性や就業困難に対する家族機能と公的制度の相互補完関係を再検討す
る政策的視座を提供しうる。

五　おわりに

　本稿では、高齢期における生活資源の配分・変容の過程を理論的に捉え
るための枠組みとして、ライフコース論と福祉国家理論を統合する視座を
提示した。従来、高齢者の経済的資源や健康状態、さらには世代間関係に
関する不平等の分析は、それぞれの側面を個別に扱う傾向が強く、制度の
影響も主にミクロレベルの属性統制を通じて捉える研究が多かった。その
ため、ライフコースを通じた制度的影響の蓄積や、マクロな政策構造との
関連を理論的に明示する枠組みは、必ずしも十分に整備されてきたとは言
い難い。
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　この問題意識のもと、本稿は、年金制度・医療保険制度・家族政策とい
う三つの主要な制度領域を取り上げ、それぞれが経済・健康・世代間関係
という高齢期の資源配分にどのような影響を及ぼしうるのかを理論的に整
理した。さらに、ライフコース上における資源配分の変化を、年齢・コー
ホート・期間の相互作用として位置づけ、制度的要因がいかに個人の蓄積
的経験と交差しながら不平等を形成するかという視点を導入した点に、本
稿の新規性がある。特に、図 2 において提示した理論枠組みは、福祉国
家の制度設計と資源配分の結果を、ライフコース中で動態的に捉えること
を可能にするものであり、マクロ・メゾ・ミクロを架橋する分析視座とし
て意義を持つと考えられる。
　ただし、本稿の議論はあくまでも理論的整理と分析枠組みの構築にとど
まり、実証研究は行っていない。そのため、提示した枠組みが実際のデー
タにおいてどのように適用可能であり、どの程度説明力を持ちうるかは、
今後の実証研究に委ねられる部分が大きい。特に、コーホート間の比較、
制度類型ごとの国際比較、高齢者（もちろん高齢者限定ではなく）を対象と
した縦断データを用いた分析などは、累積的有利・不利の理論の精緻化お
よび制度効果の可視化に向けた重要な課題となるだろう。
　さらに本稿では、高齢者の資源配分に関して、経済資源、健康資源、世
代間関係の三側面に着目して検討を行ったが、それ以外にも考察すべき領
域は存在する。例えば、高齢者の就業状況（新田 2024）、社会的ネット
ワーク（斉藤 2023）、高齢者を含む世帯における性別役割分業（金 2021）
などが挙げられる。また、本稿では各側面を独立した分析単位として整理
したため、紙幅の制約もあり、それらの相互関係については十分に検討す
ることができなかった。この点も今後の課題として位置づけられる。
　本稿が構築した理論枠組みは、高齢化社会における制度改革と合理的な
資源配分の検討において、政策的含意を持ちうることを強調しておきたい。
高齢期における資源配分という課題は、個人の責任だけではなく、制度の
構造作用によっても生み出されうるものである。本稿がその理解の一助と
なれば幸いである。
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